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会計ごとの決算収支
一般会計 特別会計

公営企業会計

歳入（総額） 1,333億4,011万円 歳入（総額） 706億520万円

歳入（総額） 17億4,615万円

歳出（総額） 1,293億5,126万円 歳出（総額） 696億8,366万円

歳出（総額） 18億1,825万円

※財政についての詳しい内容は、ホームページでも公開しています。
　市のホームページ（トップページ）▶市政情報▶市の組織▶財政部▶財政課

議  会  費 7億2,471万円

総  務  費 182億9,422万円

民  生  費 469億4,137万円

衛  生  費 190億9,554万円

労  働  費 1億5,068万円

農林水産業費 2億4,697万円

商  工  費 13億233万円

土  木  費 131億4,888万円

消  防  費 53億9,670万円

教  育  費 147億5,896万円

公  債  費 92億5,637万円

諸支出金 3,453万円

市税 772億4,967万円

地方譲与税 8億4,106万円

利子割交付金 2億7,751万円

配当割交付金 1億826万円

株式等譲渡所得割交付金 5,950万円

地方消費税交付金 36億208万円

自動車取得税交付金 2億7,702万円

地方特例交付金 7億9,653万円

地方交付税 2億1,290万円

交通安全対策特別交付金 5,888万円

分担金及び負担金 17億387万円

使用料及び手数料 35億8,154万円

国庫支出金 212億5,635万円

県支出金 69億6,939万円

財産収入 3億5,601万円

寄附金 2億9,339万円

繰入金 5億3,067万円

繰越金 59億5,308万円

諸収入 28億3,080万円

市債 63億8,160万円

国民健康保険 388億4,570万円

下水道事業 80億1,513万円

地方卸売市場事業 1億1,371万円

老人保健 4,439万円

介護老人保健施設 10億3,937万円

介護保険 178億973万円

市川駅南口地区市街地
再開発事業 13億8,873万円

後期高齢者医療 33億4,844万円

国民健康保険 382億4,167万円

下水道事業 78億1,669万円

地方卸売市場事業 1億982万円

老人保健 4,439万円

介護老人保健施設 10億1,324万円

介護保険 177億7,558万円

市川駅南口地区市街地
再開発事業 13億4,605万円

後期高齢者医療 33億3,622万円

病院事業会計収益的収入 16億4,615万円

病院事業会計資本的収入 1億円

病院事業会計収益的支出 16億4,591万円

病院事業会計資本的支出 1億7,234万円

主な事業と決算額
主要施策 項目 事業名 決算額 事業の成果の内容

真の豊かさを
感じるまち

家庭保育事業（ファミリー・まま） 4,580万円 　家庭保育事業（ファミリー・まま）の拡充を行い、待機児童の解消を図りました。

周産期母子医療支援事業 4,260万円
　順天堂大学医学部附属浦安病院が、周産期医療の充実を図ることを目的と
して、地域周産期母子医療センターを開設したことから、その施設整備に要する
費用の一部を助成しました。

小学校・中学校耐震補強工事 15億6,007万円
　児童・生徒の安全確保、非常災害時の災害対策拠点を目的とし、小学校
10校、中学校4校において校舎の耐震補強工事を行い、学校施設の充実を図
りました。

彩り豊かな文化と
芸術を育むまち

市史編さん事業 1,960万円
　市民にふるさと市川に対する理解と愛着を深めてもらうとともに、市民文化の
向上に寄与することを目的に、歴史・民俗・自然の調査研究活動の実施、「市史
研究いちかわ」の編集、講演会・連続講座などを行いました。

史跡公有化事業 3億1,528万円 　史跡曽谷貝塚の保存を図ることを目的として、約2,050平方メートルの用地を
取得し、公有化を推進しました。

安全で快適な
魅力あるまち

市川市小規模企業者緊急対策
利子補給事業 7,335万円

　セーフティネット保証制度に基づく市の認定を受けて融資を受けた市内の小
規模企業者を対象に、緊急的に利子補給を行い、経営基盤の強化と安定化を
図りました。

本八幡北口市街地再開発事業
（A地区） 20億9,790万円 　中心市街地にふさわしい商業の活性化や快適で安全な都市環境への再生

を目指し、事業推進に向けて補助金を交付しました。

都市計画道路３･4･18号
整備事業 17億1,679万円 　都市計画道路3・4・18号整備事業として、用地取得や橋りょう工事、道路等

築造工事を行い、事業推進を図りました。

人と自然が
共生するまち

市民マナー条例推進事業 6,903万円 　歩きたばこ、ゴミのポイ捨て、犬のふんの放置などについて基本的なルールを
定めた市民マナー条例を推進し、生活環境の向上を図りました。

住宅用太陽光発電システム
設置助成事業 2,080万円 　住宅用太陽光発電システムの普及促進を図り、地球温暖化対策を推進する

ために、システム設置に要する費用の一部を助成しました。

国府台緑地整備事業 8,075万円 　市北西部における「水と緑の回廊」上の「緑の拠点」として、約1,908平方メー
トルの用地を取得しました。

市民と行政が
ともに築くまち

諸統計調査事業
（国勢調査ほか） 2億1,109万円 　平成22年国勢調査、工業統計調査を延べ3,256人の指導員及び調査員

の協力を得て行いました。

防犯灯設置事業 1億5,274万円 　自治会等が防犯灯の設置及び維持管理を行う費用の一部（電気料は全額）
の補助を行いました。

平 成 22 年 度 の


